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 39 

 調達案件の概要に関する事項 40 

１．１ 調達件名 41 

令和９～13 年度放射性同位元素等規制法に係る運用管理システムの更改に伴う42 

構築及び運用・保守業務 43 

 44 

１．２ 用語 45 

調達仕様書で扱う用語の定義は「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」46 

（2026（令和８年）６月 12 日最終改定。以下「標準ガイドライン」という。）の用47 

語集と同様とし、用語の定義をしていないものは特に指定がない限り一般的な用48 

語の定義を用いるものとする。 49 

 50 

１．３ 調達の背景 51 

原子力規制庁長官官房放射線防護グループ放射線規制部門（以下「RI 部門」と52 

いう。）は、放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 167 号。以53 

下「RI 法」という。）に基づき、放射線障害の防止及び特定放射性同位元素の防護54 

に関する規制を行っている。RI 部門では、これらの規制業務を支援・管理するた55 

め、「放射性同位元素等規制法に係る運用管理システム」（以下「運用管理システ56 

ム」という。）を運用している。 57 

現行の運用管理システム（以下「現行システム」という。）は、RI 法に係る事業58 

者の許可状況の管理並びに IAEA の「放射線源の安全とセキュリティに関する行動59 

規範」及び国際的な指針類に対応する規制業務を着実に遂行するために必要な環60 

境として整備され、更にクラウド基盤への移行や申請・届出等のオンライン化を61 

進めてきた。しかしながら、申請・届出等の行政手続全工程のうち、申請手数料の62 

電子納付など一部手続についてはデジタル化の対応ができておらず、更なるデジ63 

タル化の促進が事業者から望まれている。また、日々高度化するサイバー攻撃に64 

対応するため、適切な脆弱性対策を講じ、高い情報セキュリティを確保する必要65 

がある。 66 

その現行システムの運用・保守期間が令和９年度末に終了することを踏まえ、67 

現行システムから次期の運用管理システム（以下「次期システム」という。）への68 

円滑な移行を図るため、放射性同位元素等規制法に係る運用管理システム更改に69 

伴う構築及び運用・保守業務（以下「本業務」という。）として、次期システムの70 

設計・構築及び運用・保守を行う。 71 

次期システムでは、現行のクラウド基盤を活用し、現行システムで行っている72 

業務を支障なく継続できるようにしつつ、「デジタル社会の実現に向けた重点計画73 

（令和８年７月 21 日閣議決定。以下「重点計画」という。）」が掲げる行政手続の74 

デジタル完結及びサイバーセキュリティの確保に対応する。RI 法に基づく行政手75 

続について、上記のとおり、紙媒体での運用が残る手続のオンライン化等に必要76 
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な機能を拡充し、事業者の利便性向上及び RI 部門内の事務処理の効率化を図る。 77 

 78 

１．４ 目的及び期待する効果 79 

次期システムでは、具備済みの現行システムの機能を原則踏襲しつつ、申請手80 

数料の電子納付や申請に基づく許可証等の電子的な交付（電子署名の付与等を含81 

む）といった行政手続のデジタル完結に向けた機能の実現や一部既存機能の改善82 

を行い、事業者及び RI 部門双方における利便性向上を図る。 83 

また、運用・保守期間においても、適切な脆弱性対策を講じ、継続的な情報セキ84 

ュリティの確保を図るほか、内外部の環境変化に伴う対応や更なる利便性向上の85 

ための機能改修等を行い、次期システムの運用及び RI 部門業務の円滑な遂行を図86 

る。 87 

システム構成については、現行システムで使用しているクラウドサービスを継88 

続利用しつつ、新たに歳入金電子納付システム（REPS）やマイナポータル・国家資89 

格システム等の外部システムとも連携※を行う。また、一部オンプレミスで運用中90 

のサーバ機器等の更新も行い、システム全体として安定した運用が行える環境を91 

整える。 92 

※ REPSと次期システムの連携については、e-Govが提供するAPIを利用した連携を経由して行う。93 
また、マイナポータル・国家資格システムと次期システムとの連携については、API 連携は行わ94 

ず、抽出した CSV の両システムへの入出力のみ行う。 95 

 96 

１．５ 業務・情報システムの概要 97 

次期システムの概要は次の図のとおりである。 98 

【図１－１ システムの概要】 99 

 100 

  101 
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１．６ 契約期間 102 

契約締結日から令和 14 年３月 31 日 103 

104 

 105 

１．７ 作業スケジュール 106 

作業スケジュールは次の図のとおりである。 107 

初年度の令和９年度においては、現行システムの引継ぎを行ったうえで、新規追加の108 

機能における設計や開発を行う。なお、本番環境は現行事業者が令和９年度末まで使用109 

するため、令和 10 年度から現行システムの運用保守を引き継いだうえで、追加機能の110 

実装を本番環境に対して行うことを想定している。また、契約期間中に行われる予定の111 

庁舎移転を考慮し、庁舎移転のスケジュールを確認するとともに、原子力規制庁担当職112 

員と協議の上、更改スケジュールを調整すること。 113 

 114 

【図１－２ 本業務の作業スケジュール】115 

 116 
 117 

  118 
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 調達案件及び関連調達案件の調達単位、調達の方式等に関する事項 119 

２．１ 調達単位、調達の方式及び実施時期 120 

関連する調達案件の調達単位、調達の方式及び実施時期は次の表のとおりである。 121 

 122 

【表２－１ 調達の方式及び実施時期】 123 

種別 案件名 調達方式 実施時期 

①関連調

達案件 

令和８年度放射性同位元素等規制法に

係る運用管理システムの調達支援業務 

総合評価落札

方式 

令和８年４月 16 日から 

令和９年３月 31 日 

②本調達 令和９～13年度放射性同位元素等規制

法に係る運用管理システムの更改に伴

う構築及び運用・保守業務 

総合評価落札

方式 

契約締結日から 

令和 14 年３月 31 日 

③関連調

達案件 

令和９～13年度放射性同位元素等規制

法に係る運用管理システムの更改に関

する工程管理・運用保守支援業務 

総合評価落札

方式 

契約締結日から 

令和 14 年３月 31 日 

 124 

２．２ 調達案件間の入札制限 125 

相互牽制を確保する観点から、次のいずれかに該当する者は、上記②の本調達の入札126 

に参加することができない。 127 

ア ①調達支援業務の受託者 128 

イ ③工程管理・運用保守支援業務の受託者 129 

ウ ①又は③の受託者の、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」130 

（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）第８条に規定する親会社及び子会社 131 

エ ①又は③の受託者との間で親会社・子会社の関係にある会社（①又は③の受132 

託者を親会社とする子会社を含む。） 133 

オ ①又は③の受託者と緊密な利害関係を有する事業者 134 

 135 

また、②本調達の請負者は、これらの者に対する再委託（再委託先の事業者が受託し136 

た事業の一部を別の事業者に委託する再々委託等、多段階の委託が行われる場合の委託137 

先を含む。以下同じ。）を行うことができない。 138 

 139 

  140 
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 作業の実施内容に関する事項 141 

３．１ 作業の内容 142 

(１)  設計・開発業務 143 

ア 設計・開発実施計画書等の作成 144 

（ア） 請負者は、RI 部門が定める「プロジェクト計画書」及び「プロジェ145 

クト管理要領」と整合をとりつつ、原子力規制庁担当職員の指示に基づ146 

き、工程管理支援業務の請負者と調整の上、設計・構築実施計画書案及147 

び設計・構築実施要領案を作成し、原子力規制庁担当職員の承認を受け148 

ること。 149 

（イ） 設計・構築実施計画書案及び設計・構築実施要領案の記載内容は標150 

準ガイドラインの「第３編 ＩＴマネジメント／第７章 設計・開発」で151 

定義されているものとすること。 152 

（ウ） 設計・開発実施計画書の関連文書として作業項目、作業内容、スケ153 

ジュールをより詳細に階層化し、担当者等を記載した WBS を作成するこ154 

と。 155 

（エ） 設計・開発実施計画書に情報資産管理標準シートの提出時期を記載156 

すること。当該シートの提出時期は原則毎年度末とする。 157 

（オ） 請負者は、設計・構築実施計画書案等について必要に応じて、原子158 

力規制庁担当職員と調整すること。 159 

 160 

イ 設計 161 

（ア） 請負者は、調達手続開始後の事情の変化、請負者の提案等を踏まえ、162 

要件定義の内容に関する認識に可能な限り相違が生じないよう、必要に163 

応じて、原子力規制庁担当職員及び関係事業者と、要件定義の内容につ164 

いて確認及び調整を行うこと。また、これに伴い、必要に応じ、プロジ165 

ェクト計画書及び要件定義書の更新案を作成すること。 166 

（イ） 請負者は、要件定義書の機能要件及び非機能要件を満たすための基167 

本設計及び詳細設計を行い、成果物について原子力規制庁担当職員の承168 

認を受けること。その際、本業務が円滑に実施されるよう、必要に応じ169 

て、原子力規制庁担当職員及び関係事業者と、要件定義の内容について170 

確認及び調整を行うこと。また、これに伴い、必要に応じ、プロジェク171 

ト計画書の更新案を作成すること。 172 

（ウ） 請負者は、基本設計及び詳細設計を行うに当たり、次期システムの173 

次の更改の妨げとなる独自の仕様を含めないよう留意するとともに、原174 

子力規制庁担当職員の確認を受けること。 175 

（エ） 請負者は、基本設計及び詳細設計を行うに当たり、本番環境、開発176 

環境及び検証環境間の接続が出来ない構成となるように設計すること。 177 

 178 
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ウ 開発・テスト 179 

（ア） 請負者は、次期システムの設計・開発に当たり、情報セキュリティ180 

確保のためのルール遵守や成果物の確認方法（例えば、情報セキュリテ181 

ィ遵守に関する教育、設計・開発に関する証跡の提示、現場での抜き打182 

ち調査等についての実施主体、手順、方法など）を定め、原子力規制庁183 

担当職員の承認を受けること。 184 

（イ） 請負者は、次期システムの脆弱性を悪用した不正を防止するため、185 

運用上対策が必要な場合は原子力規制庁担当職員の承認を受けた後、対186 

応を実施し、「脆弱性診断結果報告書」により原子力規制庁担当職員に187 

報告すること。 188 

（ウ） 請負者は、結合テスト及び総合テストについて、テスト体制、テス189 

ト環境、作業内容、作業スケジュール、テスト手順及び合否判定基準等190 

を記載した「テスト計画書」を作成し、原子力規制庁担当職員の承認を191 

受けること。 192 

（エ） 請負者は、検証と妥当性確認の観点でテストを行うこと。すなわち、193 

要件定義や設計のとおり構築されたか評価を行う「検証」だけでなく、194 

構築されたシステムがプロジェクト本来の目的を満たしているか評価195 

する「妥当性確認」も行うこと。 196 

（オ） 請負者は、次期システムの「基本設計書」、「詳細設計書」及び「テ197 

スト計画書」に基づき、開発及びテストを行うこと。 198 

（カ） 請負者は、「テスト計画書」に基づき、結合テスト及び総合テストの199 

実施完了時に「結合テスト及び総合テスト結果報告書」を提出し、原子200 

力規制庁担当職員の承認を受けること。 201 

（キ） 請負者は、運用・保守業務に必要な「運用手順書」及び「各種マニ202 

ュアル」等が正常に適用できることを結合テスト及び総合テストで確認203 

し、原子力規制庁担当職員の承認を受けること。 204 

（ク） 請負者は、将来の保守や更改時におけるテスト工程の合理化に資す205 

るため、テストシナリオ・スクリプト及びテストデータ等を保存し、必206 

要に応じてそれらを一部改変して再利用出来るようにすること。 207 

 208 

エ 受入テスト支援 209 

（ア） 請負者は、原子力規制庁担当職員が受入テストのテスト計画書を作210 

成するに当たり、情報提供等の支援を行うこと。 211 

（イ） 請負者は、原子力規制庁担当職員が受入テストを実施するに当たり、212 

環境整備及び運用等の支援を行うこと。 213 

（ウ） 請負者は、原子力規制庁担当職員の指示に基づき、原子力規制庁担214 

当職員以外の事業者側の項目のテスト実施も含めて、テスト計画書作成215 

の支援を行うこと。 216 
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（エ） 請負者は、受入テストの結果を踏まえ、原子力規制庁担当職員によ217 

る課題等の指摘又は指導に対する対策を実施すること。 218 

 219 

オ 移行及び現行システムの引継ぎ 220 

（ア） 要件定義書「４．１４ 移行及び現行システムの引継ぎに関する事項」221 

に記載された内容に従い、移行及び現行システムの引継ぎの業務を実施222 

すること。 223 

（イ） 令和９年度中に現行システムの引継ぎに向けた事前確認及び現状把224 

握を行い、現行システムの運用事業者から、令和９年度末に現行システ225 

ムの本番環境を引き継ぐこと。なお、現行システムの運用終了日（令和226 

10 年３月 31 日）での引継ぎを想定しているものの、具体的な日時や方227 

法等については原子力規制庁担当職員及び現行システムの運用事業者228 

と協議のうえ決定すること。 229 

（ウ） RIMS への追加機能については、請負者が開発・検証環境を独自で準230 

備した上で、令和９年度中に設計から各種テストを行い、現行システム231 

の引継ぎ後、令和 10 年度に受入テスト含む現行システムの本番環境へ232 

の実装を行うこと。 233 

 234 

(２)  運用・保守業務 235 

ア 運用 236 

（ア） 要件定義書「４．１６ 運用に関する事項」に記載された内容に従い、237 

運用の業務を実施すること。 238 

イ 保守 239 

（ア） 要件定義書「４．１７ 保守に関する事項」に記載された内容に従い、240 

保守の業務を実施すること。 241 

 242 

(３)  共通事項 243 

ア 定例会等の実施 244 

（ア） 請負者は、定例会を適切な頻度で開催するとともに、業務の進捗状245 

況を設計構築実施要領又は運用実施要領に基づき報告すること。なお、246 

定例会の開催頻度として、本番環境実装までの構築段階においては週１247 

回程度、運用開始後は月１回程度を想定している。ただし、具体的な頻248 

度については、プロジェクトの進行状況等に応じて原子力規制庁担当職249 

員と協議のうえ、決定すること。 250 

（イ） 請負者は、原子力規制庁担当職員から要請があった場合、又は、請251 

負者が必要と判断した場合、必要資料を作成の上、定例会とは別に会議252 

を開催すること。 253 

（ウ） 請負者は、会議終了後、３日以内（行政機関の休日（行政機関の休254 



 

9 

日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第１条第１項各号に掲げる日255 

をいう。）を除く。）に議事録を作成し、原子力規制庁担当職員の承認を256 

受けること。 257 

 258 

イ 契約金額内訳及び情報資産管理標準シート等の提出 259 

（ア） 請負者は、標準ガイドライン別紙２の「情報システムの経費区分」260 

に基づき区分等した契約金額内訳を契約締結後、速やかに提出すること。 261 

（イ） 請負者は、情報資産管理標準シートを設計・開発実施計画書及び運262 

用・保守計画書等に定めた時期に提出すること。 263 

（ウ） 請負者は、情報資産管理標準シート及び標準ガイドライン別紙３の264 

「３.その他」のうち、次に掲げる事項について記載した資料を提出す265 

ること。 266 

a. 各データの報告及び変更管理 267 

次期システムにおいて、構築規模の管理、ハードウェアの管理、ソ268 

フトウェアの管理、回線の管理、外部サービスの管理、施設の管理、269 

公開ドメインの管理、取扱情報の管理、情報セキュリティ要件の管270 

理、指標の管理の各項目。また、その内容に変更が生じる作業をし271 

たときは、当該変更を行った項目。 272 

b. 作業実績等の管理 273 

次期システムの作業実績、リスク、課題及び障害事由。 274 

 275 

ウ 引継ぎ 276 

（ア） 請負者は、原子力規制庁が次々期システムへの更改を行う際には、277 

次々期システム更改業務の請負業者等に対し、作業経緯、残存課題、設278 

計書等に関する情報提供及び質疑応答等の協力を行うこと。なお、本引279 

継ぎは本業務の契約期間内に実施するものとする。 280 

 281 

３．２ 成果物の範囲、納品期日等 282 

(１)  成果物 283 

成果物は次の表のとおりである。 284 

【表３－１ 成果物】 285 

№ 分類 成果物 納品期日※１ 

1 プロジェクト

管理 

設計・開発実施計画書 契約締結後２週間 

2 設計・開発実施要領 契約締結後２週間 

3 設計・開発実施要領に基づく管理資料 契約締結後２週間 

4 情報管理計画書※１ 契約締結後２週間 

5 情報管理報告書※１ 半年に一度程度 
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№ 分類 成果物 納品期日※１ 

6 各種会議体議事録 都度 

7 設計・開発 要件定義書（更新案） 令和９年８月末 

8 基本設計書 令和９年９月末 

9 詳細設計書 令和９年 10 月末 

10 情報資産管理標準シート※２ 令和９年 10 月末 

11 システム構成表及び一覧 令和９年 10 月末 

12 ライセンス関連情報 令和９年 10 月末 

13 セキュリティ対策実装方針 令和９年 10 月末 

14 テスト テスト計画書 令和９年 12 月末 

15 結合テスト及び総合テスト結果報告書 令和 10 年２月末 

16 脆弱性診断結果報告書※３ 令和 10 年２月末 

17 移行 移行計画書（リハーサル含む） 令和９年 12 月末 

18 移行手順書 令和 10 年２月末 

19 移行実施報告書（引継ぎ実施結果報告書

含む） 

令和 10 年４月末 

20 職員・事業者向け利用マニュアル 令和 10 年４月末 

21 機器等 EASY 連携サーバ及び RI-NAS 用の機器 令和 10 年３月末 

22 運用（計画） 運用計画書 令和 10 年２月末 

23 運用実施要領 令和 10 年２月末 

24 運用手順書 令和 10 年２月末 

25 運用マニュアル 令和 10 年２月末 

26 運用（実績） 月次報告書 令和 10 年４月以降 

（毎月初） 

27 年次報告書 令和 11 年３月以降 

（毎年度末） 

28 情報資産管理標準シート※２ 令和 11 年３月以降 

（毎年度末） 

29 脆弱性診断結果報告書 令和 11 年３月以降 

（毎年度末） 

30 保守（計画） 保守計画書 令和 10 年２月末 

31 保守実施要領 令和 10 年２月末 

32 保守手順書 令和 10 年２月末 

33 保守（実績） 月次報告書 令和 10 年４月以降 

（毎月初） 

34 年次報告書 令和 11 年３月以降 

（毎年度末） 
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№ 分類 成果物 納品期日※１ 

35 障害対応報告書 令和 10 年４月以降 

（毎月初） 

36 その他 廃棄対象物リスト 令和 14 年２月末 

37 廃棄証明書 令和 14 年３月末 

※１ 記載すべき事項は原子力規制委員会情報セキュリティポリシーの関連規程である「業務委託における情報セキュリティに関する286 

マニュアル」を参照すること。 287 

※２ 標準ガイドライン別紙３の「３．その他」含む。保守に係る事項も含めて記載すること。 288 

※３ 適切なセキュリティ要件が策定されていることを第三者が客観的に確認する必要がある場合には、セキュリティ設計仕様書289 

（ST：Security Target）を作成し、ST 確認を受けること。 290 

 291 

(２)  納品方法 292 

ア 成果物は、全て日本語で作成すること。 293 

イ 用字・用語・記述符号の表記については、「公用文作成の考え方（令和 4 年294 

1 月 11 日内閣官房長官通知）」を参考にすること。 295 

ウ 情報処理に関する用語の表記については、日本産業規格（JIS）の規定を参296 

考にすること。 297 

エ 成果物は基本的に電子データで作成すること。ただし、原子力規制庁担当職298 

員から指示があった場合は紙媒体等で作成のうえ納品すること。電磁的記録299 

媒体（紙媒体で納品する場合を含む）はそれぞれ正１部・副１部を納品する300 

こと。 301 

オ 紙媒体による納品について、用紙のサイズは、原則として日本産業規格Ａ列302 

４番とするが、必要に応じて日本産業規格Ａ列３番を使用すること。 303 

カ 電磁的記録媒体による納品については、DVD-R 等の媒体に格納して納品する304 

こと。 305 

キ 納品後、原子力規制庁において改変が可能となるよう、図表等の元データも306 

併せて納品すること。 307 

ク 成果物の作成に当たって、特別なツールを使用する場合は、原子力規制庁担308 

当職員の承認を得ること。 309 

ケ 成果物が外部に不正に使用されたり、納品過程において改ざんされたりする310 

ことのないよう、安全な納品方法を提案し、成果物の情報セキュリティの確311 

保に留意すること。 312 

コ 電磁的記録媒体により納品する場合は、不正プログラム対策ソフトウェアに313 

よる確認を行うなどして、成果物に不正プログラムが混入することのないよ314 

う、適切に対処すること。 315 

  316 
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(３)  納品場所 317 

原則として、成果物は次の場所において引渡しを行うこと。ただし、原子力規制318 

庁が納品場所を別途指示する場合はこの限りではない。 319 

 320 

     〒106-8450 321 

東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル 322 

原子力規制委員会原子力規制庁 323 

長官官房放射線防護グループ放射線規制部門 324 

 325 

  326 
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 満たすべき要件に関する事項 327 

本業務による実施事項は、要件定義書の各要件を満たすこと。 328 

 329 

 330 

 作業の実施体制・方法に関する事項 331 

５．１ 作業実施体制 332 

本業務の請負者に求める作業実施体制の例を次の図に示す。なお、請負者内のチー333 

ム編成については、請負者にて決定し、必要に応じて適宜見直しを行うものとする。 334 

 335 

【図５－１ 業務の実施体制例】  336 

 337 

 338 

【表５－１ 作業実施体制例】 339 

№ 組織又は要員 役割 

1 放射線防護グループ放射線規制部門

（RI 部門） 

運用管理システムの構築及び運用を統括する原子力

規制庁担当職員が所属する部門 

2 本業務の請負者 － 

3  遂行責任者 本業務全体を統括し、必要な意思決定を行う責任者 

4 設計・開発チームリーダー 設計・開発に係るチームリーダー（責任者） 

5 設計・開発チームメンバー 設計・開発実施担当者 

6 運用・保守チームリーダー 運用・保守に係るチームリーダー（責任者） 

7 運用・保守チームメンバー 運用・保守業務実施担当者（ヘルプデスクを含む） 

8 コールセンター コールセンターの担当者 

9 原子力規制委員会ネットワークシス

テム運用事業者 

原子力規制庁職員が使用する基幹システム（ネットワ

ーク含む）の運用を担う 

10 デジタル庁 以下の管理等を担う： 

• 電子決裁システム（EASY） 
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• e-Gov（REPS との API 連携機能） 

• 国家資格システム 

• ガバメントソリューションサービス（GSS） 

11 財務省会計センター 歳入金電子納付システム（REPS）の管理等を担う 

12 本業務の工程管理・運用保守支援業

務の請負者 

令和９～13 年度放射性同位元素等規制法に係る運用

管理システムの更改に関する工程管理・運用保守支援

業務の請負者 

 340 

５．２ 作業要員に求める資格等の要件 341 

(１)  遂行責任者は、次期システムと同規模以上の設計・構築の遂行責任者としての経342 

験を３件以上有すること。また、３件のうち１件は Microsoft Power Platform343 

を利用した情報システムの設計開発及び運用保守の全てにおいて責任者として344 

システムライフサイクル全体の業務を統括した実績を証明すること。 345 

(２)  遂行責任者は、「情報処理の促進に関する法律」（昭和 45 年法律第 90 号）に基346 

づき実施される情報処理技術者試験のうちプロジェクトマネージャ試験の合格347 

者又は PMI（Project Management Institute）が認定する PMP（Project 348 

Management Professional）の資格を有する者又は当該資格保有者と同等の能力349 

を有することが経歴等において明らかな者とすること（当該資格保有者等と同350 

様の能力を有することが経歴等において明らかな者とする場合には、その根拠351 

を明確に示し、原子力規制庁担当職員の理解を得ること。）。  352 

(３)  設計・開発チームリーダーは、本システムと同規模以上の設計・開発の経験をリ353 

ーダークラスとして２件以上有すること。 また、２件のうち１件は Microsoft 354 

Power Platform を利用した情報システムの設計・開発であること。 355 

(４)  設計・開発チームリーダーには、標準ガイドラインに基づいた設計・開発の業務356 

経験を有する者を配置すること。 357 

(５)  設計・開発チームリーダー又はメンバーには、システムのユーザビリティに関す358 

る知識及び設計の実務経験を３年以上有する者を配置すること。 359 

(６)  設計・開発チームリーダー又はメンバーには、Microsoft Power Platform の認360 

定技術者としての上位資格※又は同等の知識及び経験を有すること。 361 
※ 「Microsoft Power Platform ソリューション アーキテクト エキスパート」等 362 

(７)  設計・開発チームメンバーには、設計・開発チームリーダーの下で各作業を実施363 

する担当者として、情報システムの設計・開発業務の実務経験を２年以上有する364 

者を２名以上配置すること。 365 

(８)  設計・開発チームリーダーの下で、セキュリティ設計の監督及びクラウドネイテ366 

ィブなセキュリティ設計を補佐する者として、以下のいずれかの資格と同等以367 

上の資格を有する者がいること。 368 

ア 情報処理安全確保支援士、ISACA（Information Systems Audit and Control 369 
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Association）が認定する公認情報セキュリティマネージャー（CISM370 

（Certified Information Security Manager））、又は国際情報システムズセ371 

キュリティ認証コンソーシアムが認定する情報システムのセキュリティ専372 

門家認定 （CISSP（Certified Information Systems Security Professional）） 373 

イ 運用・保守チームリーダーは、本システムと同規模以上の運用・保守の経験374 

をリーダークラスとして２件以上有すること。  375 

ウ 運用・保守業務チームリーダー及びメンバーには、以下の実績を有する者が376 

いること。 377 

（ア） 直近５年間に、業務管理者レベルの役職で、クラウドサービスを用378 

いたシステムの運用・保守業務の実績を有すること。 379 

（イ） コールセンター又はヘルプデスクを有するシステム運用業務の実績380 

を有すること。 381 

 382 

５．３ 作業場所 383 

(１)  設計・開発及び運用・保守に係る作業場所並びに作業に当たり必要となる設備、384 

備品及び消耗品等については、請負者の責任において用意すること。設計・開発385 

及び運用・保守に係る作業場所は再委託先の作業場所を含むものとし、いずれも386 

日本国内に限るものとする。また、必要に応じて原子力規制庁担当職員が作業場387 

所の現地確認を実施することができるものとする。 388 

(２)  請負者は、再委託先の作業場所を含め、各作業場所の所在地及び当該場所におい389 

て講ずる情報セキュリティ対策の内容を情報管理計画書に記載し、契約締結後390 

速やかに原子力規制庁担当職員に提示すること。作業場所は、原子力規制庁担当391 

職員と協議の上、決定すること。 392 

決定した作業場所を変更する場合は、請負者は、変更後の作業場所の所在地及び393 

当該場所における情報セキュリティ対策の内容を情報管理計画書に反映し、変更394 

前に原子力規制庁担当職員に提示して協議の上、決定すること。また、必要に応395 

じて原子力規制庁担当職員が作業場所の現地確認を実施することができるもの396 

とする。 397 

５．４ 作業の管理に関する要領 398 

(１)  請負者は、原子力規制庁担当職員が承認した「設計・開発実施要領」に基づき、399 

設計・開発業務に係るコミュニケーション管理、体制管理、工程管理、品質管理、400 

リスク管理、課題管理、システム構成管理、変更管理及び情報セキュリティ対策401 

を行うこと。 402 

(２)  請負者は、原子力規制庁担当職員が承認した「移行手順書」に基づき、移行業務403 

に係るコミュニケーション管理、体制管理、作業管理、工程管理、品質管理、リ404 

スク管理、課題管理、システム構成管理、変更管理及び情報セキュリティ対策を405 

行うこと。 406 

(３)  請負者は、原子力規制庁担当職員が承認した「運用手順書及び保守手順書」に基407 
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づき、保守業務に係るコミュニケーション管理、体制管理、作業管理、リスク管408 

理、課題管理、システム構成管理、変更管理及び情報セキュリティ対策を行うこ409 

と。 410 

(４)  請負者は、要件定義書、調達仕様書の各要件に対して、実現箇所、実現方法等を411 

追跡・管理するために、要件をトレース管理する仕組みを導入すること。 412 

 413 

 作業の実施に当たっての遵守事項 414 

６．１ 機密保持、資料の取扱い 415 

請負者は、要機密情報の取扱いに際し、機密保持や資料の取扱い及び情報セキュ416 

リティ対策等について、以下の措置を講ずること。 417 

(１)  業務上知り得た情報は、本業務以外の目的で利用しないこと。 418 

(２)  業務上知り得た情報について第三者への開示や漏えいをしないこと。 419 

(３)  業務上知り得た情報は、原子力規制庁担当職員の許可なく「５．３ 作業場所」420 

以外の場所に持ち出さないこと。 421 

(４)  請負者の責に起因する情報セキュリティインシデントが発生するなどの事故が422 

あった場合、直ちに原子力規制庁担当職員へ報告すること。また、請負者の責に423 

より原子力規制庁及び関係者へ損害が生じた場合に賠償等の責任を負うこと。 424 

(５)  本業務の履行中に受け取った情報は管理を行い、本業務終了後の返却又は抹消425 

等を行い、復元不可能な状態にすること。 426 

(６)  適切な措置が講じられていることを確認するため、情報セキュリティ対策の遵427 

守状況の報告を半年に一度程度の頻度で行うこと。また、必要に応じて行う原子428 

力規制庁担当職員による実地調査を受け入れること。 429 

(７)  請負者は、情報セキュリティ対策の実施において、原子力規制委員会情報セキュ430 

リティポリシー（関連規程含む）、調達仕様書及び要件定義書に記載された情報431 

セキュリティに係る要件を全て満たすこと。 432 

(８)  請負者は前項までの内容を含む、秘密保持に関する誓約書を提出すること。 433 

(９)  請負者は前項までの内容及び要件定義書「４．１１ 情報セキュリティに関する434 

事項」に記載の内容を含む、情報の格付等に応じた情報セキュリティ対策の遵守435 

方法や情報セキュリティ管理体制等の具体的な内容について、体制表を示した436 

確認書等に含めること。また、記載内容に変更が生じた場合は修正を行い、速や437 

かに再提出すること。 438 

 439 

６．２ 遵守する法令等 440 

(１)  法令等の遵守 441 

ア 本業務の業務遂行に当たっては、法令等を遵守し履行すること。 442 

イ 本業務にて機器を納入する場合、「環境物品等の調達の推進を図るための方443 

針」（令和８年４月１日環境大臣）に掲げる特定調達物品等に該当するもの444 

は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針の変更」（令和８年２月３日445 
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閣議決定。以下「基本方針」という。）の判断の基準を満たすこと。その他446 

の納入成果物についても可能な限り基本方針の判断の基準を満たすものを447 

導入すること。 448 

ウ 導入する機器を構成するハードウェア、ソフトウェアのうち、JIS 等の国内449 

規格、ISO 等の国際規格に定めのある製品については、当該規格に準拠して450 

いること。 451 

 452 

(２)  その他文書、標準への準拠 453 

本業務の遂行に当たって以下との整合を確保し作業を行うこと。 454 

ア プロジェクト計画書 455 

当該調達案件の業務遂行に当たっては、プロジェクトの目的、目標、実施計456 

画等を記載したプロジェクト計画書（RI 部門作成資料）との整合を確保し457 

て行うこと。 458 

イ プロジェクト管理要領 459 

当該調達案件の業務の管理に当たっては、プロジェクトを管理する手法、手460 

順、遵守事項等を記載したプロジェクト管理要領（RI 部門作成資料）との整461 

合を確保して行うこと。 462 

ウ デジタル社会推進標準ガイドライン群 463 

当該調達案件におけるプロジェクト管理や推進については、デジタル庁が整464 

備する「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」を含むデジタル社会465 

推進標準ガイドライン群に基づいて行うこと。 466 

エ 原子力規制委員会情報セキュリティポリシー及びその関連規程 467 

当該調達案件におけるセキュリティ対策実施に当たっては、規制庁が公開す468 

る「原子力規制委員会情報セキュリティポリシー」及びその関連規程に準拠469 

すること。 470 

 471 

  472 
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 成果物の取扱いに関する事項 473 

７．１ 知的財産権の帰属 474 

(１)  著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）に従い、本業務における成果物の原著作権475 

及び二次的著作物の著作権（著作権法第 21 条から第 28 条に定める全ての権利476 

を含む。）は、請負者が本調達の実施の従前から権利を保有していた等の明確な477 

理由によりあらかじめ提案書にて権利譲渡不可能と示されたもの以外は、全て478 

原子力規制庁に帰属するものとする。 479 

(２)  原子力規制庁は、成果物について、第三者に権利が帰属する場合を除き、自由に480 

複製し、改変等し、及びそれらの利用を第三者に許諾することができるととも481 

に、任意に開示できるものとする。また、請負者は、成果物について、自由に複482 

製し、改変等し、及びこれらの利用を第三者に許諾すること（以下「複製等」と483 

いう。）ができるものとする。ただし、成果物に第三者の権利が帰属するときや、484 

複製等により原子力規制庁がその業務を遂行する上で支障が生じるおそれがあ485 

る旨を契約締結時までに通知したときは、この限りでないものとし、この場合に486 

は、複製等ができる範囲やその方法等について協議するものとする。 487 

(３)  本件プログラムに関する権利（著作権法第 21 条から第 28 条に定める全ての権488 

利を含む。）及び成果物の所有権は、原子力規制庁から請負者に対価が完済され489 

たとき請負者から原子力規制庁に移転するものとする。 490 

(４)  納品される成果物に第三者が権利を有する著作物（以下「既存著作物等」とい491 

う。）が含まれる場合には、請負者は、当該既存著作物等の使用に必要な費用の492 

負担及び使用許諾契約等に関わる一切の手続を行うこと。この場合、本業務の請493 

負者は、当該既存著作物の内容について事前に原子力規制庁の承認を得ること494 

とし、原子力規制庁は、既存著作物等について当該許諾条件の範囲で使用するも495 

のとする。 496 

(５)  請負者は原子力規制庁に対し、一切の著作者人格権を行使しないものとし、ま497 

た、第三者をして行使させないものとする。 498 

  499 

７．２ 契約不適合責任 500 

(１)  本業務における成果物等について、種類、品質又は数量が契約書、調達仕様書そ501 

の他合意された要件（以下「契約書等」という。）の内容に適合しないもの（以502 

下「不適合」という。）である場合、その不適合が原子力規制庁の責に帰すべき503 

事由による場合を除き、本業務請負者は、自己の費用で、原子力規制庁の選択に504 

従い、その修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完（以下、505 

手段を問わず総称して「履行の追完」という。）をすること。なお、本業務請負506 

者は如何なる場合であっても、原子力規制庁の選択と異なる方法で履行の追完507 

をする場合は、原子力規制庁担当職員の事前の承諾を受けること。 508 

(２)  請負者は、その具体的な履行の追完の実施方法、完了時期、実施により発生する509 

諸制限事項について、原子力規制庁担当職員と協議し、承諾を得てから履行の追510 
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完を実施するものとし、完了時には、その結果について原子力規制庁担当職員の511 

承諾を受けること。 512 

(３)  請負者が原子力規制庁から相当の期間を定めた履行の追完の催告を受けたにも513 

かかわらず、その期限内に履行の追完を実施しない場合、原子力規制庁は、その514 

不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次に掲げる515 

場合、本業務請負者に対して履行の追完の催告なく、直ちに代金の減額を請求す516 

ることができる。 517 

ア 履行の追完が不能であるとき。 518 

イ 本業務請負者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 519 

ウ 本業務の性質又は契約書等の内容により、特定の日時又は一定の期間内に履520 

行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、請負521 

者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 522 

エ 前３号に掲げる場合のほか、前項の催告をしても履行の追完を受ける見込み523 

がないことが明らかであるとき。 524 

 525 

７．３ 検収 526 

(１)  請負者は、成果物等について、納品期日までに原子力規制庁に内容の説明を実施527 

して検収を受けること。 528 

(２)  検収の結果、成果物等に不備又は誤りが見つかった場合には、直ちに必要な修529 

正、改修、交換等を行い、変更点について原子力規制庁に説明を行った上で、指530 

定された日時までに再度納品すること。 531 

 532 

  533 
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 入札参加資格に関する事項 534 

８．１ 入札参加要件 535 

(１)  競争参加資格 536 

ア 予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成537 

年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て538 

いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 539 

イ 予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 540 

ウ 原子力規制庁から指名停止措置が講じられている期間中の者ではないこと。 541 

エ 令和 07・08・09 年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提542 

供等」において、入札時までに「A」、「B」、「C」又は「D」の等級に格付けさ543 

れ、競争参加資格を有する者であること。「役務の提供等」の営業品目「ソ544 

フトウェア開発」、「情報処理」又は「その他」に登録している者であること。 545 

オ 入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であ546 

ること。 547 

 548 

(２)  公的な資格や認証等の取得 549 

ア 調達仕様書に基づく作業を実施する部門又は組織を対象として、JIS Q 550 

27001(又はISO27001)を基準とした認証を取得していること又は当該認証と551 

同等の要件を有すること（当該認証と同等の要件を有することとする場合に552 

は、その根拠を明確に示し、原子力規制庁担当職員の承認を得ること。）。 553 

イ 調達仕様書に基づく作業を実施する部門又は組織を対象として、JIS Q 15001554 

を基準としたプライバシーマーク認証を取得していること又は当該認証と555 

同等の要件を有すること（当該認証と同等の要件を有することとする場合に556 

は、その根拠を明確に示し、原子力規制庁担当職員の承認を得ること。）。 557 

ウ 調達仕様書に基づく作業を実施する部門又は組織を対象として、JIS Q 9001558 

を基準とした認証を取得していること又は当該認証と同等の要件を有する559 

こと（当該認証と同等の要件を有することとする場合には、その根拠を明確560 

に示し、原子力規制庁担当職員の承認を得ること。）。 561 

エ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律、次世代育成支援対策推進562 

法、青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定等（えるぼし認定等、563 

くるみん認定、プラチナくるみん認定、トライくるみん認定、ユースエール564 

認定）を取得している場合は、認定等の名称及び認定通知書等の写しを提出565 

すること。ただし、提案書提出時点において認定等の期間中であること。 566 

 567 

(３)  受注実績 568 

ア 入札参加者は、本業務と同等規模以上の情報システムの構築を実施した実績569 

を有する者であること（発注者名、業務名称（非開示の場合にはその旨明記）、570 

業務内容の概要、実施期間を記載した一覧表（任意様式）を提出すること。）。 571 
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イ 入札参加者は、Microsoft Power Platform を用いた情報システムの構築又572 

は運用・保守を実施した実績を有する者であること（発注者名、業務名称（非573 

開示の場合にはその旨明記）、業務内容の概要、実施期間を記載した一覧表574 

（任意様式）を提出すること。）。 575 

 576 

８．２ 入札制限 577 

「２．２ 調達案件間の入札制限」に定めるとおりとする。 578 

 579 

 580 

８．３ 提案の際に提出する資料 581 

サプライチェーン・リスクに係る確認のため、本調達において導入する通信回線装582 

置、サーバ装置、端末、プリンタ、特定用途機器、ソフトウェア、周辺機器、外部電磁583 

的記録媒体及びクラウドサービスは、製造業者名、製造業者の法人番号、製品名及び584 

型番等（以下「機器リスト」という。）について、提案書の提出期限までに提出するこ585 

と。提出された機器リストについて、原子力規制庁担当職員がサプライチェーン・リ586 

スクに係る懸念が払拭されないと判断した場合には、当該リスクに対応するため、代587 

替品の提示又はリスク低減対策の提出を求めることがあるので、速やかに応じること。588 

なお、機器リストの機器等を変更する場合には、事前に原子力規制庁担当職員の承認589 

を得ること。 590 

  591 
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 再委託に関する事項 592 

９．１ 再委託の制限及び再委託を認める場合の条件 593 

(１)  請負者は再委託先の行為について一切の責任を負うものとする。 594 

(２)  再委託先における情報セキュリティの確保については請負者の責任とする。 595 

(３)  請負者は、業務を一括して第三者に請け負わせてはならない。ただし、あらかじ596 

め書面によって原子力規制庁の承認を得た場合は、この限りではない。 597 

(４)  前項において第三者にて請け負わせる場合、責任者及び補佐の業務については598 

請け負わせてはならない。 599 

 600 

９．２ 承認手続 601 

(１)  本業務の実施の一部を合理的な理由及び必要性により再委託する場合には、あ602 

らかじめ再委託の相手方の商号又は名称及び住所並びに再委託を行う業務の範603 

囲、再委託の必要性及び契約金額等について記載した別添の再委託承認申請書604 

を原子力規制庁に提出し、あらかじめ承認を受けること。また、再委託先に対し605 

て調達仕様書に求める情報セキュリティ対策と同様の要件を求めること。 606 

(２)  前項による再委託の相手方の変更等を行う必要が生じた場合も、前項と同様に607 

再委託に関する書面を原子力規制庁に提出し、承認を受けること。 608 

(３)  再委託の相手方が更に委託を行うなど複数の段階で再委託が行われる場合には、609 

当該再委託の相手方の商号又は名称及び住所並びに再委託を行う業務の範囲を610 

書面で報告すること。また、当該再委託先に対しても、調達仕様書に定める情報611 

セキュリティ対策と同等の要件を求めること。 612 

 613 

９．３ 再委託先の契約違反等 614 

(１)  再委託先において、調達仕様書に定める事項に関する義務違反又は義務を怠っ615 

た場合には、請負者が一切の責任を負うとともに、原子力規制庁は、当該再委託616 

先への再委託の中止を請求することができる。 617 

 618 

  619 
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 その他特記事項 620 

(１)  業務の遂行に当たっては、問題点や課題の指摘に留まらず、その有効な解決策の621 

提示とそれに係る必要な調査も実施すること。 622 

(２)  業務の円滑な遂行を実現するため、必要な時に積極的に調整等を実施すること。623 

また積極的に問題や課題の早期発見に努め、主体的かつ迅速に、その解決に取り624 

組むこと。 625 

(３)  調達仕様書に定めた作業は、現時点で想定されるものを記述したものである。今626 

後、各作業等に変更が生じた場合は、原子力規制庁と協議の上、柔軟に対応する627 

こと。 628 

(４)  設計・開発の過程において、通常、生じ得るレベルの変更等、軽微な追加につい629 

ては柔軟に対応すること。 630 

(５)  調達仕様書に記載のある作業について、その実現方法が調達仕様書に具体的に631 

記載されておらず、設計・開発の過程で具体化した場合もしくは実現方法等が調632 

達仕様書と異なる方式となった場合については、原子力規制庁と協議の上、対応633 

すること。 634 

(６)  保守期間については、全ての作業をあらかじめ予算化された通年等の保守契約635 

の中で実施すること。 636 

 637 

 資料閲覧要領 638 

(１)  閲覧場所：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ放射線639 

規制部門内 640 

(２)  閲覧期間及び時間：令和９年１月中旬頃を予定（調整中のため、確定次第更新） 641 

(３)  閲覧手続：最大５名まで。閲覧にて知り得た内容については、入札の検討以外に642 

は使用しないこと。また、本業務に関与しない者等に情報が漏えいしないように643 

留意すること。閲覧資料の複写等は行わないこと。なお、資料閲覧は必須とし、644 

当該資料を熟読の上応札すること。資料閲覧を実施していない業者の応札は認645 

めない。 646 

(４)  連絡先：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ放射線規647 

制部門（電話：03-5114-2155） 648 

 649 


